
平成30年 №26 

○東京学芸大学放射線障害予防規程の一部を改正する規程 

 

改正理由 

  原子力規制庁放射線管理区域立入検査による指摘のため，所要の改正を行うもの

である。 

 

承認経過 

平成30年７月25日 教育研究評議会  審議・承認 

 

 

 

.



 東京学芸大学放射線障害予防規程の一部を改正する規程を次のように制定する。 

 

  平成30年７月26日 

                  国立大学法人東京学芸大学長 

                          出 口 利 定 

 

平成30年規程第20号 

東京学芸大学放射線障害予防規程の一部を改正する規程 

 

 

東京学芸大学放射線障害予防規程（平成元年規程第５号）の一部について，別紙新

旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京学芸大学放射線障害予防規程の一部改正について 

 

改正理由：原子力規制庁放射線管理区域立入検査による指摘のため，所要の改正を行うものである。 

改         正 現         行 

 

   〔省略〕 

 

（廃棄） 

第２１条 放射性同位元素等を廃棄する場合は，次の各号に掲げる事項を厳守すると

ともに，取扱主任者の指示に従わなければならない。 

 (1) 原則として，固体又は液体として廃棄すること。 

 (2) 排水設備で廃棄することのできるものは，器物等の洗浄により生じたもので，

排水口における排水中の放射性同位元素の濃度が，許容濃度以下のものであるこ

と。 

 (3) 廃棄業者に引き渡すことのできるものは，所定の容器に詰め替えて廃棄物貯蔵

室に保管し，適宜，引き渡すこと。 

 (4) 廃棄物貯蔵室に保管する廃棄物は，所定の容器に封入し，その表面に，内容

物，放射性同位元素等の種類，数量，廃棄年月日，業務従事者名等を明示し，放

射性同位元素廃棄記録に必要な事項を記録すること。 

 (5) 水素３，炭素14，硫黄35，リン32又はカルシウム45を含む液体シンチレー

ター廃液及び法令に基づき行われるモニタリングの際に生じる液体シンチレータ

ー廃液（以下「液体シンチレーター廃液等」という。）は，第３号による処理又

は放射性有機廃液焼却炉（以下「焼却施設」という。）により焼却することと

し，焼却する場合における濃度は，それぞれ次のア又はイに掲げる基準を満たし

たものでなければならない。 

  ア 水素３，炭素14又は硫黄35を含む液体シンチレーター廃液等については，

その液中の放射性同位元素の濃度を１立方センチメートル当たり37ベクレル

以下とすること。 

  イ リン32又はカルシウム45を含む液体シンチレーター廃液等については，そ

 

   〔省略〕 
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  ア 水素３，炭素14又は硫黄35を含む液体シンチレーター廃液等については，
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の液中の放射性同位元素の濃度を１立方センチメートル当たり 3.7ベクレル以

下とすること。 

(6) 前号の規定にかかわらず，焼却施設は当面使用しない。 

 

   〔省略〕 

 

   附 則 

 この規程は，平成30年７月26日から施行する。 

 

の液中の放射性同位元素の濃度を１立方センチメートル当たり 3.7ベクレル以

下とすること。 

 

 

   〔省略〕 

 

 

 


